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研究成果の概要（和文）：本研究では地域イノベーションシステムに関するパネルデータを構築し、公設試験研究機関
が地域イノベーションシステムにおいて果たす役割に関して以下の分析を行った。パネル推計から、公設試験研究機関
の技術移転活動が一年のラグを持って企業のイノベーションに影響を与えるのに対して、大学研究が企業のイノベーシ
ョンに影響を与えるのには五年のラグを要することが明らかとなった。また、推計結果は、公設試験研究機関は地域内
産学連携には寄与しない一方、大学のリエゾンオフィスは地域内産学連携を促進していることを示している。

研究成果の概要（英文）：This study established panel dataset representing innovative activities of 
national universities, local public technology centers, and the private sector to evaluate spillover from 
public knowledge in regional innovation systems. Estimation results revealed that technology transfer 
activities of local public technology centers had immediate impacts on innovations of the private sector 
while it took more time for university research to spill over into R&D of the private sector. Estimation 
results also indicated that local public technology centers did not intermediate regional 
university-industry collaborations while liaison offices at national universities promoted knowledge 
interactions between universities and firms.

研究分野： 応用経済学
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１．研究開始当初の背景 

イノベーションは持続的経済成長の原動

力であり、知識ベース経済の成長において

最も重視されるべき要因である。イノベー

ションの促進においては地域、空間の視点

が重要であることは広く知られている。例

えば、マーシャルの集積論が指摘するよう

に、集積においては質の良い生産要素を他

地域よりも安価に調達できる（金銭的スピ

ルオーバー）だけでなく、それらを効率的

に組み合わせる知識やノウハウが波及（知

識スピルオーバー、以下単にスピルオーバ

ー）しやすい。これと同様に、同じ技術分

野の研究開発に携わる企業が特定地域に集

中する場合、他の条件一定として、研究集

積に立地する企業は他地域に立地する企業

より研究開発生産性が高まると考えられる。 

一方で、地域イノベーションシステム（地

域の政府－産業－大学の相互連関からなる

知識創造・波及の分析枠組み）の概念によ

れば、地域のイノベーションに影響を与え

る要因として、企業の研究開発集積のみな

らず、地域における大学、公的研究機関で

の研究や産業と学術機関との連携も重要で

ある。さらに先行研究によれば、大学で生

み出される知識が企業の研究開発に及ぼす

影響は地理的に制約されている。すなわち、

大学と近接する形で連携する企業は大学研

究からのスピルオーバーを受け、研究開発

生産性を改善できるが、遠隔地に立地する

企業はそうした効果を享受できない。こう

したローカライズされたスピルオーバーの

原因の一つとして、大学での研究成果を事

業化するには、暗黙知を持つ大学研究者と

の綿密なコミュニケーションが必要である

点が指摘されている。 

日本において地域イノベーションシステ

ムの分析を行う際に大学と同様に注目しな

ければならない知識源泉は、公設試験研究

機関（以下、公設試）である。多くの公設

試は地方自治体（都道府県又は市）によっ

て運営され（一部は近年独立行政法人化さ

れている）、地域の中小企業に対する技術支

援、独自の研究、中小企業の知識ネットワ

ーク拡大（産学連携の支援等）という三つ

の役割を担っている。その歴史は 19 世紀後

半の近代経済成長開始期にまで遡り、カバ

ーする技術領域は、農林水産業、製造業、

公衆衛生、環境、土木建築、デザイン、伝

統工芸など多岐にわたる。現在、各都道府

県には最低 1 箇所の製造業系・農業系公設

試が設置されている｡公設試から地域中小

企業へのスピルオーバーの径路は技術相談、

技術講習会、依頼試験、設備利用、受託研

究、共同研究、ライセンス、論文など多岐

にわたる。 

このように公設試はその歴史、機関の数、

カバーする技術分野の多様性、立地範囲の

面から見て、世界に類を見ない充実した地

域イノベーション政策である。従って､公設

試の技術移転を包括的なデータを用いて定

量的に評価することは、現在の公設試の地

域経済への貢献を評価するだけでなく、将

来の効率的な制度設計を行う上でも重要で

ある。しかし、こうした実証研究は非常に

少なく、事例分析に基づく Shapira(1992)が

ある程度である。 

 

２．研究の目的 

 こうした内外の先行研究の状況を踏まえ、

本研究では企業、国立大学、公設試の研究

開発、技術移転に関するパネルデータを構

築し、公設試が地域イノベーションシステ

ムにおいて果たす二つの役割、すなわちイ

ノベーションの源泉と触媒、を定量的に明

らかにする。前節で述べたように、公設試

は研究や技術指導を通じて地域企業のイノ

ベーションを直接的に支援するとともに、

様々なスキームを通じて地域企業を知識ネ

ットワークに組み込み、間接的に産業のイ



ノベーションを支援するという役割を担っ

ている。地域イノベーションシステムにお

ける公設試のこうした役割は、これまで定

量的に検証されたことがないため、本研究

は先行研究に対して学術的な貢献を行うだ

けでなく、地域イノベーション政策の設

計・評価に対しても重要な含意を引き出す

ことが期待される。 

 

３．研究の方法 

以下のモデルに基づいてパネル推計を行

う。添字 r は地域､t は技術分野､y は年、s

は知識スピルオーバーのラグを表す｡ 

Krty=α+β1Irty-s+β2Urty-s+β3Prty-s+εrty 

 各変数は以下の要領で作成する。 

K: 産業のイノベーションの質 

I: 産業の研究開発 

 知的財産研究所特許データベースは出願､

登録､引用など項目別に分割されている｡そ

こで､SQL などのデータベース言語を用い

て､出願人番号や出願番号をキーとしてこ

れらのファイルを一つに接続する｡次に､特

許が生み出された地域を出願者の立地(多

くの場合､企業本社のある東京か大阪)では

なく､発明者の住所(都道府県)で識別する｡

共同発明の場合､一件の特許を各地域に住

む共同発明者の数に比例して割り振る｡産

業の研究開発インプットを単純特許件数

(登録件数合計)で代理し､研究開発アウト

プット又は発明の質を特許の前方引用件数

(自己引用を除いて､その特許が他の特許か

ら先行技術として引用された件数)で代理

する｡技術分野(医薬､化学､コンピュータ･

通信､エレクトロニクス､機械)はそれに対

応する特許分類によって識別する｡時間は

出願年で識別する｡ 

U: 大学研究 

 Science Citation Index を用いて､各都道府

県の大学に所属する自然科学研究者が国際

雑誌に公刊した学術論文の件数を時系列で

整理する｡論文タイトルや著者の挙げたキ

ーワードに対して､技術分野に対応する研

究領域キーワードで検索をかけ､ヒットし

た論文の件数を領域別にカウントする｡こ

れにより､研究領域別の大学知の蓄積を指

標化する｡技術分野と学術領域の一致表に

ついては､先行研究をレビューし､別途作成

する｡時間は公刊年で識別する。 

P: 公設試の技術移転活動 

 産総研｢公設試験研究機関現況｣を用い

て､各公設試の予算､職員数､技術系職員数、

博士号取得者数､技術移転活動(技術相談､

分析試験､設備開放､共同研究、受託研究､

特許､ライセンス､論文など)を定量化する｡

時間は調査年で識別する｡データから得ら

れない質的情報を聞き取り調査から得て､

計量分析に反映させる｡ 

 

４．研究成果 

 本研究では地域イノベーションシステム

に関するパネルデータを構築し、公設試が

地域イノベーションシステムにおいて果た

す二つの役割、イノベーションの源泉と触

媒、について分析を行った。推計結果から

公設試の技術移転活動が一年のラグで企業

のイノベーションに影響を与えるのに対し

て、大学研究が企業のイノベーションに影

響を与えるには五年のラグを要することが

明らかとなった。この結果は、イノベーシ

ョンの源泉としての大学と公設試の役割の

差異を示している。公設試の技術移転活動

は企業の製造プロセス等における直接的な

問題解決を目的とすることが多いため、波

及効果が発揮されるのに時間を要さない。

これに対して、大学で生み出される知識は

基礎研究寄りであるため、企業が大学発明

の産業上の有用性を判別し、共同研究等を

通じて実際に企業の研究開発に波及効果を

及ぼすには時間を要すると解釈できる。 

 更に、推計結果から公設試は地域内産学



連携には寄与しない一方、大学のリエゾン

オフィスは地域内産学連携を促進している

ことが明らかとなった。この結果は、イノ

ベーションの触媒としての大学と公設試の

役割の差異を示している。公設試は地域イ

ノベーションシステムにおいて、中小企業

経営者間で組織される異業種交流グループ

などの触媒としての役割も担っている。今

後は、そうした組織間関係のデータセット

を整備することで、公設試のイノベーショ

ンの触媒としての多様な役割について分析

を行う。 
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